様式第１号（第１０条関係）

平成　　年　　月　　日

　 eq \o\ad(職氏名,　　　　　　)　　　　　　様
申請者　 　 eq \o\ad(所在地,　　　　)
 eq \o\ad(企業名,　　　　)
代表者名　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
企業立地事業認定申請書

　補助事業の認定を受けたいので、鳥取県企業立地等事業助成条例施行要綱（平成２５年３月１９日付第２０１２００１９４９０２号鳥取県商工労働部長通知）第１０条第１項の規定により、関係書類を添えて下記のとおり申請します。

記

1 工場等立地所在地

2 新設又は増設の別

3  eq \o\ad(生産計画,　　　　　　　　)
	 eq \o\ad(製造品名,　　　　　)
	生産計画（年）
	 eq \o\ad(摘要,　　　　　)

	
	 eq \o\ad(数量,　　　　　)
	 eq \o\ad(金額,　　　　　)
	

	
	
	百万円
	


（注）年次計画で新増設事業を実施する場合は、その計画概要を摘要欄に記入すること。

４　投下固定資産額

	 eq \o\ad(区分,　　　　　)
	 eq \o\ad(数量,　　　　　)
	 eq \o\ad(単価,　　　　　)
	 eq \o\ad(金額,　　　　　)
	 eq \o\ad(摘要,　　　　　)

	 eq \o\ad(土地,　　　　　)
	
	円
	千円
	

	 eq \o\ad(建物,　　　　　)
	
	
	
	

	 eq \o\ad(機械装置,　　　　　)
	
	
	
	

	その他償却資産
	
	
	
	

	計
	
	
	
	


（注）①　土地の取得予定年月日及び建物等新増設の着手予定年月日を摘要欄に記入すること。

　　　②　「金額」欄は、すべて消費税を除いた額で、千円未満を切り捨て千円単位で記入すること。

③　投下固定資産のうち、工事請負契約及び委託契約による場合は、県内事業者に発注するものに限る。ただし、止むを得ない事情で県内事業者への発注が困難と県が認める場合についてはこの限りでない。　

５　初年度賃借料（新増設事業完了の日から１年間の賃借料）

	 eq \o\ad(区分,　　　　　)
	 eq \o\ad(数量,　　　　　)
	ﾘｰｽ・賃借別
	 eq \o\ad(金額,　　　　　)
	 eq \o\ad(摘要,　　　　　)

	
	
	
	千円
	

	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	


（注）①　リース又は賃借期間を摘要欄に記入すること。

　　　②　「金額」欄は、すべて消費税を除いた額で、千円未満を切り捨て千円単位で記入すること。

６　新規常時雇用者数

	 eq \o\ad(区分,　　　　　)
	立地前（Ａ）
	立地後（Ｂ）
	増減（Ｂ－Ａ）
	 eq \o\ad(摘要,　　　　　)

	雇用者数
	人
	人
	人
（うち正規雇用者数　　　人）
	（　　　　人）


（注）①　雇用者数は、条例第２条第８号に規定する常時雇用労働者の数を記載すること。なお、情報処理・提供サービス業にあっては、条例第２条第９号に規定する短時間労働者を含み、摘要欄にその内訳を記載すること。
②　立地後雇用者数のうち、事業完了予定日から３年間に増加する常時雇用労働者数を摘要欄に（　　）で再掲すること。情報処理・提供サービス業にあっては短時間労働者を含み、その内訳も記載すること。
③　雇用者数の増減のうち、正規雇用者数の増減について増減欄の（　　）内に記載すること。
７　他の補助金の活用の有無　　（　有　・　無　）

	


※他の補助金の活用の有無について、「有」、「無」のいずれかに○をしてください。

※「有」の場合は、活用する補助金名やその事業内容、当該補助金に係る問い合わせ先（補助金を所管している部署名や団体名及び連絡先）を記載してください。

８　その他

	


※企業立地事業の内容が建設工事で補助対象となる建物に対し、過去に補助金を活用して整備した実績がある場合は、当時の整備内容を記載してください。

※また、今後、当該建物（設備、備品を含む）に他の補助金を活用する別の整備計画の予定がある場合はその内容を記載してください。

９　事業予定期間

	事業開始予定年月日
	　　　　年　　月　　日

	事業完了予定年月日
	　　　　年　　月　　日


（添付書類）

（1） 工場等の概要を明らかにした書類及び図面　（２）資金計画書（３）定款及び登記簿謄本　
（４）決算書（最新決算年度）　（５）立地前の労働者名簿の写し（増設の場合）　（６）企業立地事業の実施に係る鳥取県内事業者への発注状況調査表（別添様式）
別添様式（様式第１号関係）

企業立地事業の実施に係る鳥取県内事業者への発注状況調査票
鳥取県産業振興条例（平成２３年１２月鳥取県条例第６８号）の規定により、補助対象事業のうち、工事請負契約及び委託契約は原則として県内事業者に発注することとされています。（ただし、止むを得ない事情で県内事業者への発注が困難と県が認める場合についてはこの限りではありません。）

ついては、補助事業の認定申請内容について以下の項目を記載してください。
１　工事請負契約の発注状況（又は発注予定）について
（１）企業立地事業中の工事請負契約（今後の契約予定も含む）の有無
　　　　　　　有　・　無

（２）工事請負契約の相手方について
	鳥取県内に本店、支店又は営業所等を有する事業者
	左記以外の事業者（県外事業者）

	
	

	
	

	
	


※　工事請負契約（今後の契約予定も含む）の相手方（一次元請に限る）について県内外の別・事業者名をお答え下さい。事業者が決まっていない場合、もしくは明らかにできない場合は「Ａ社」「Ｂ社」等で記載ください。

　※（１）で無と記載した場合は記載は不要です。

（３）県外事業者に発注せざるを得ない理由について

＜例＞○○工事が施工できる事業者が鳥取県内に存在しないため。県内事業者に発注した場合、著しく高額となる恐れがあるため。

	


※複数の理由があれば全てお書き下さい。
２　委託契約の発注状況（又は発注予定）について
（１）企業立地事業中の委託契約（今後の契約予定も含む）の有無について
　　　　　有　・　無
（２）委託契約の相手方について　　
	鳥取県内に本店、支店又は営業所等を有する事業者
	左記以外の事業者（県外事業者）

	
	

	
	

	
	


※　委託契約（今後の契約予定も含む）の相手方（一次元請に限ります）について、県内外の別・事業者名をお答え下さい。事業者が決まっていない場合、もしくは明らかにできない場合は「Ａ社」「Ｂ社」等で記載してください。

　※（１）で無と記載した場合は記載は不要です。

（３）県外事業者に発注せざるを得ない理由を記載して下さい。

＜例＞○○事業が実施できる事業者が鳥取県内に存在しないため。県内事業者に発注した場合、著しく高額となる恐れがあるため。

	


※複数の理由があれば全てお書き下さい。
別添様式の注意事項

１　県内事業者とは、「鳥取県内に本店、支店又は営業所等を有する事業者」のことです。

　　共同事業体（ＪＶ）の場合は、ＪＶに県内事業者が含まれていれば基本的には県内事業者として扱いますが、「当該発注が県内経済の振興又は雇用の確保に当たって貢献をしているかどうか」を基準として県内事業者への発注とみなすか否かを個別判断しますのでご注意ください。

（判断事例：ＪＶに含まれる事業者の本社（本店）が県内にある場合、県内事業者と判断しやすくなります。）

２　調査対象は、補助対象となる企業立地事業のうち、「工事請負契約」「委託契約」を締結するものです。なお契約は「一次元請」に限ります。

（例：具体的には、工場建屋の建設とその設計及び工事監理委託が該当します。）

３　止むを得ない事情で県外事業者に発注せざるを得ない理由についてはできる限り詳細に記載してください。（書き切れない場合は別紙に記載してください。）
様式第２号（第１０条関係）

 eq \o\ad(番号,　　　　　　　　　　　)
平成　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ad(職氏名,　　　　　　)　　　　　　　印
企業立地事業認定通知書

　平成　　年　　月　　日付けで申請のあったことについては、下記のとおり補助事業の認定をしたので、鳥取県企業立地等事業助成条例施行要綱（平成２５年３月１９日付第２０１２００１９４９０２号鳥取県商工労働部長通知）第１０条第２項の規定により通知します。

なお、法令に違反する重大な事実（故意又は重大な過失によるものに限る。）があると認められる場合は、補助金が交付されないことがありますので留意してください。

記

１　工場等の名称

２　工場等の所在地

３　営まれる事業

４　投下固定資産額

　　　　　　　　　　　　千円

５　初年度賃借料

　　　　　　　　　　　　千円

６　新規常時雇用者数

　　　　　　　　　　　　人

様式第３号（第１１条関係）

平成　　年　　月　　日

　 eq \o\ad(職氏名,　　　　　　)　　　　様

届出者　　 eq \o\ad(所在地,　　　　)
 eq \o\ad(企業名,　　　　)
代表者名　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
企業立地事業認定辞退届

　平成　　年　　月　　日付　　第　　号で通知のあった事業認定を下記の理由により辞退したいので、鳥取県企業立地等事業助成条例施行要綱（平成２５年３月１９日付第２０１２００１９４９０２号鳥取県商工労働部長通知）第１１条第１項の規定により届け出ます。

記

　辞退の理由

（添付書類）

　　　事業認定通知書の写し
様式第４号（第１２条関係）

平成　　年　　月　　日

　 eq \o\ad(職氏名,　　　　　　)　　　　様

申請者　　 eq \o\ad(所在地,　　　　)
 eq \o\ad(企業名,　　　　)
代表者名　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
企業立地事業認定変更承認申請書

　平成　　年　　月　　日付第　　号で通知のあった事業認定に係る補助事業について、下記の変更をしたいので、鳥取県企業立地等事業助成条例施行要綱（平成２５年３月１９日付第２０１２００１９４９０２号鳥取県商工労働部長通知）第１２条第２項の規定により申請します。

記

１　変更理由

２　変更内容

（1） 生産計画

	 eq \o\ad(製造品名,　　　　　)
	 eq \o\ad(生産計画,　　　　　)（年）
	 eq \o\ad(摘要,　　　　　)

	
	 eq \o\ad(変更前,　　　　　)
	 eq \o\ad(変更後,　　　　　)
	

	
	 eq \o\ad(数量,　　　　　)
	 eq \o\ad(金額,　　　　　)
	 eq \o\ad(数量,　　　　　)
	 eq \o\ad(金額,　　　　　)
	

	
	
	百万円
	
	百万円
	


（注）年次計画で新増設事業を実施する場合は、その計画概要を摘要欄に記入すること。

（２）投下固定資産額

	 eq \o\ad(区分,　　　　　)
	 eq \o\ad(変更前,　　　　　)
	 eq \o\ad(変更後,　　　　　)
	 eq \o\ad(摘要,　　　　　)

	
	数量
	単価
	金額
	数量
	単価
	金額
	

	 eq \o\ad(土地,　　　　　)
	
	
	千円
	
	
	千円
	

	 eq \o\ad(建物,　　　　　)
	
	
	
	
	
	
	

	 eq \o\ad(機械装置,　　　　　)
	
	
	
	
	
	
	

	その他償却資産
	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	
	


（注）①　土地の取得予定年月日及び建物等新増設の着手予定年月日を摘要欄に記入すること。

②　「金額」欄は、すべて消費税を除いた額で、千円未満を切り捨て千円単位で記入すること。

③　投下固定資産のうち、工事請負契約及び委託契約による場合は、県内事業者に発注するものに限る。ただし、止むを得ない事情で県内事業者への発注が困難と県が認める場合についてはこの限りでない。　

（３）初年度賃借料（新増設事業の完了の日から１年間の賃借料）

	 eq \o\ad(区分,　　　　　)
	 eq \o\ad(変更前,　　　　　)
	 eq \o\ad(変更後,　　　　　)
	 eq \o\ad(摘要,　　　　　)

	
	数量
	リース賃借別
	金額
	数量
	リース賃借別
	金額
	

	
	
	
	千円
	
	
	千円
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	
	


（注）①　リース又は賃借期間を摘要欄に記入すること。

②　「金額」欄は、すべて消費税を除いた額で、千円未満を切り捨て千円単位で記入すること。

（４）新規常時雇用者数

	 eq \o\ad(区分,　　　　　)
	立地前（Ａ）
	立地後
	増減（Ｂ－Ａ）
	摘要

	
	
	変更前
	変更後（Ｂ）
	
	

	 eq \o\ad(雇用者数,　　　　　)
	人
	人
	人
	人
（うち正規雇用者数　人）
	（　　人）


（注）①　雇用者数は、条例第２条第８号に規定する常時雇用労働者の数を記載すること。なお、情報処理・提供サービス業にあっては、条例第２条第９号に規定する短時間労働者を含み、摘要欄にその内訳を記載すること。

②　変更後の立地後雇用者数のうち、事業完了予定日から３年間に増加する常時雇用労働者数を摘要欄に（　　）で再掲すること。情報処理・提供サービス業にあっては短時間労働者を含み、その内訳も記載すること。

　　　③　雇用者数の増減のうち、正規雇用者数の増減について増減欄の（　　）内に記載すること。
（５）事業予定期間

	事業開始予定年月日
	　　　　年　　月　　日

	事業完了予定年月日
	　　　　年　　月　　日


（添付書類）

（1） 工場等の変更の概要を明らかにした書類及び図面　

（２）資金計画書
（３）事業認定通知書の写し
様式第５号（第１２条関係）

 eq \o\ad(番号,　　　　　　　　　　　)
平成　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ad(職氏名,　　　　　　)　　　　印
企業立地事業認定変更承認通知書

　平成　　年　　月　　日付けで申請のあったことについては、平成　　年　　月　　日付第　　号で通知した事業認定に係る補助事業を下記のとおり変更することを承認したので、鳥取県企業立地等事業助成条例施行要綱（平成２５年３月１９日付第２０１２００１９４９０２号鳥取県商工労働部長通知）第１２条第３項の規定により通知します。

記

１　工場等の名称

２　工場等の所在地

３　営まれる事業

４　投下固定資産額

　　　　　　　　　　　　千円

５　初年度賃借料

　　　　　　　　　　　　千円

６　新規常時雇用者数

　　　　　　　　　　　　人

様式第６号（第１３条関係）

平成　　年　　月　　日

企業立地事業概要書

１　算定基準額

（投下固定資産額）（実績）

	 eq \o\ad(区分,　　　　　)
	 eq \o\ad(数量,　　　　　)
	金額（千円）
	 eq \o\ad(摘要,　　　　　)

	 eq \o\ad(土地,　　　　　)
	
	
	

	 eq \o\ad(建物,　　　　　)
	
	
	

	 eq \o\ad(機械装置,　　　　　)
	
	
	

	その他償却資産
	
	
	

	計
	
	
	


（注）①　土地の取得年月日及び建物等新増設の着手・完了年月日を摘要欄に記入すること。

　　　②　「金額」欄は、すべて消費税を除いた額で、千円未満を切り捨て千円単位で記入すること。　

　　　③　投下固定資産のうち、工事請負契約及び委託契約による場合は、県内事業者に発注したものに限る。ただし、止むを得ない事情で県内事業者への発注が困難と県が認めた場合については、この限りでない。　

（初年度賃借料）（実績）

	 eq \o\ad(区分,　　　　　)
	 eq \o\ad(数量,　　　　　)
	金額（千円）
	ﾘｰｽ・賃借別
	 eq \o\ad(摘要,　　　　　)

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	


（注）①　リース又は賃借期間を摘要欄に記入すること。

　　　②　「金額」欄は、すべて消費税を除いた額で、千円未満を切り捨て千円単位で記入すること。
２　交付申請額　　　　　　　　　　　円

３　企業の概要

	 eq \o\ad(名称,　　　　　)
	

	本社所在地
	　　　　　　　　　　　　　　（電話）

	法人設立時期

（　）内創業時期
	　　　年　　　月　　　（　　　年　　　月）

	 eq \o\ad(資本金,　　　　　)
	　　　　　　　　　　　　　千円

	事業内容
	主な生産品目
	 eq \o\ad(金額,　　　　　)
	従業者数
	

	
	
	千円
	
	生産的業務従事者　　　　　　　名

研究開発、事務・販売等　　　　名

臨時、パート等職員　　　　　　名

	事業用

 eq \o\ad(設備,　　　)
	 eq \o\ad(敷地,　　　　　　)　　　　　　　　　　　　　　㎡（うち、借地　　　　　　　㎡）

工場又は倉庫　　　　　　　棟　　　　　　㎡（うち、借家　　棟　　　　㎡）

主要機械設備


４　新規立地の概要

（1） 工場等立地所在地

（2） 新設又は増設の別

（3） 生産計画

	 eq \o\ad(製造品名,　　　　　)
	生産計画（年）
	 eq \o\ad(摘要,　　　　　)

	
	 eq \o\ad(数量,　　　　　)
	 eq \o\ad(金額,　　　　　)
	

	
	
	百万円
	


（注）年次計画で新増設事業を実施する場合は、その計画概要を摘要欄に記入すること。

５　新規常時雇用者数

	 eq \o\ad(区分,　　　　　)
	立地前（Ａ）
	立地後（Ｂ）
	増減（Ｂ－Ａ）
	 eq \o\ad(摘要,　　　　　)

	 eq \o\ad(雇用者数,　　　　　)
	人
	人
	人
（うち正規雇用者数　　人）
	


（注）①　雇用者数は、条例第２条第８号に規定する常時雇用労働者の数を記載すること。なお、情報処理・提供サービス業にあっては、条例第２条第９号に規定する短時間労働者を含み、摘要欄にその内訳を記載すること。
　　　②　雇用者数の増減のうち、正規雇用者数の増減について増減欄の（　　）内に記載すること。
６　他の補助金の活用の有無　　（　有　・　無　）

	


※他の補助金の活用の有無について、「有」、「無」のいずれかに○をしてください。

※「有」の場合は、活用する補助金名やその事業内容、当該補助金に係る問い合わせ先（補助金を所管している部署名や団体名及び連絡先）を記載してください。

７　その他

	


※企業立地事業の内容が建設工事で補助対象となる建物に対し、過去に補助金を活用して整備した実績がある場合は、当時の整備内容を記載してください。

※また、今後、当該建物（設備、備品を含む）に他の補助金を活用する別の整備計画の予定がある場合はその内容を記載してください。
８　事業期間・操業開始日

	事業開始年月日
	　　　　年　　月　　日

	事業完了年月日
	　　　　年　　月　　日

	操業開始年月日
	　　　　年　　月　　日


（添付書類）

（１）工場等の概要を明らかにした図面　（２）収支計算書又はこれに準ずる書類

（３）投資額を証する書類

（４）交付申請時点における労働者名簿　　（５）事業認定通知書及び認定変更承認通知書の写し

様式第７号（第１４条関係）

 eq \o\ad(番号,　　　　　　　　　　　)
平成　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ad(職氏名,　　　　　　)　　　　印
鳥取県企業立地事業助成交付決定及び交付額確定通知書

　　　年　　月　　日付けの申請書（以下「申請書」という。）で申請のあった鳥取県企業立地事業補助金（以下「本補助金」という。）については、鳥取県補助金等交付規則（昭和３２年４月鳥取県規則第２２号。以下「規則」という。）第６条第１項及び第１８条第１項の規定に基づき、下記のとおり交付することに決定し、及び交付額を確定したので、規則第８条第１項及び第１８条第１項の規定により通知します。

記

１　補助事業

　　本補助金の補助事業の内容は、･･････････････････････････とする。

２　交付決定額等

　　本補助金の算定基準額及び交付決定額は、次のとおりとする。

（１）算定基準額（投下固定資産額）　　　　　金　　　　　　　　円

　　　　　　　　（初年度賃借料）　　　　　金　　　　　　　　円

（２）交付決定額　　　　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　円

　　なお、本補助金の確定額は、交付決定額のとおりとする。

３　経費の配分

　　本補助金の算定基準額の配分は、･･････････････････････････とする。

４　補助規程の遵守

本補助金の収受及び使用、補助事業の遂行等に当っては、鳥取県企業立地等事業助成条例（平成２５年３月鳥取県条例第８号）、規則及び鳥取県企業立地等事業助成条例施行要綱（企業立地事業補助金）（平成２５年３月１９日付第２０１２００１９４９０２号鳥取県商工労働部長通知）の規定に従わなければならない。
様式第８号（第２３条関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（番　　　号）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

　鳥取県知事　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　届出者

　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所　　法人にあっては主たる事務所の　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　法人にあってはその名称及び

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者の氏名　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
鳥取県企業立地事業助成操業等休止届出書
　鳥取県企業立地等事業助成条例施行要綱（平成２５年３月１９日付第２０１２００１９４９０２号鳥取県商工労働部長通知）第２３条の規定により、補助金の交付に係る工場等の操業（事業）を休止（廃止、変更）する予定ですので届け出ます。

記

１　工場等の名称

２　工場等の所在地

３　営まれる事業

４　補助金の概要

(1) 交付年月日

  (2)交付金額

５　休止（廃止、変更）の概要

(1) 予定時期

(2) 理　　由

6 解雇、一時帰休又は希望退職募集の概要

(1) 予定時期

(2) 人　　数

(3) 対応方針

７　主な取引先

(1)仕入先

(2)販売先

８　その他
様式第９号（第２４条、第３０条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　鳥取県知事　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　届出者

　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所　　法人にあっては主たる事務所の　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　法人にあってはその名称及び

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者の氏名　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
企業立地事業の実施に係る状況についての報告書
　鳥取県企業立地等事業助成条例施行要綱（企業立地事業補助金）（平成２５年３月１９日付第２０１２００１９４９０２号鳥取県商工労働部長通知）第２４条（第３０条）の規定により、　　　　年　　月　　日時点の事業の状況を報告します。
１　補助事業に係る特定事業の業種・業態変更の有無　　　　　　　　　　有　・　無

　　有の場合は、その内容と理由を記入してください。


２　補助事業で取得又は賃借した物件の状況　補助事業完了時点と変更　　有　・　無

　　有の場合は、その内容と理由を記入してください。


３　雇用状況について
	区　　　　　分
	常時雇用者数

	 交付申請時点の常時雇用労働者数  （　　　年　　月　　日時点）
	人
（うち正規雇用者数　人）

	 現在の雇用労働者数          　　 （　　　年　　月　　日時点）
	人

	　

	うち　常時雇用労働者数

短時間労働者数
	人

（うち正規雇用者数　人）

人

	 現在と交付申請時点の常時雇用労働者数との増減数
	人


現在の常時雇用労働者数が、交付申請時の常時雇用労働者数を下回っている場合、その理由と今後の対応を記入してください。

理　　　由

今後の対応

3

